
株式会社 旅工房
証券コード : 6548

開催
日時

開催
場所

第32回

定時株主総会招集ご通知
2026年９月24日（木曜日）
午前10時 （受付開始：午前９時30分）

東京都豊島区西池袋1-11-1
メトロポリタンプラザビル12階
ステーションコンファレンス池袋 Room2
会場が前回の臨時株主総会と異なっておりますので、末尾の
会場ご案内図をご参照いただき、お間違いのないようご注意
ください。

議 案 取締役6名選任の件

株主総会にご出席いただけない場合

インターネットまたは郵送により議決権を行使くださいま
すようお願い申し上げます。

議決権行使期限 :
2026年９月18日（金曜日）午後６時30分まで



株主の皆様へ
株主の皆様には、平素より格別のご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。
当社は、過年度における雇用調整助成金の不正受給等の事案により、株主の皆様

をはじめとするステークホルダーの皆様に多大なご迷惑とご心配をおかけしており
ますことを、改めて深くお詫び申し上げます。当社は、2025年11月22日付で株式
会社東京証券取引所より特別注意銘柄に指定されており、2026年４月15日に公表
いたしました「改善計画・状況報告書」に基づく内部管理体制の改善に、グループ
の役職員一丸となって取り組んでおります。
2025年12月には、「信頼を取り戻し、信頼で勝つ」、「最高のホスピタリティで、

唯一無二の旅体験を」、「集中と効率で、未来を切り拓く」を柱とする新たな経営方
針を策定いたしました。ガバナンスの再構築を経営の土台に据えたうえで、当社の
強みである「トラベル・コンシェルジュ」による高付加価値な旅行提案とオンライ
ンの利便性を融合したハイブリッド戦略を推進し、収益力の回復と持続的な成長の
実現を目指してまいります。
株主の皆様のご期待に応えられるよう、経営陣一同、信頼回復と企業価値の向上

に全力を尽くしてまいります。
引き続き、変わらぬご支援ご鞭撻を賜りますよう、お願い申し上げます。

代表取締役社長 小林 祐樹
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証券コード 6548
2026年９月９日

（電子提供措置の開始日2026年９月２日）

株 主 各 位
東京都豊島区東池袋三丁目１番１号

サンシャイン60・８階
株式会社旅工房

代表取締役社長 小 林 祐 樹

第32回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社第32回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第32回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://about.tabikobo.com/ir/meeting

株主総会資料掲載ウェブサイト https://d.sokai.jp/6548/teiji/

東京証券取引所ウェブサイト
（東証上場会社情報サービス）

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
上記URLにアクセスいただき、「銘柄名(会社名)」に「旅工房」
又は「コード」に「6548」(半角)を入力・検索し、「基本情報」、
「縦覧書類/PR情報」の順に選択して、「縦覧書類」にある
「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。

なお、当日のご出席に代えて、書面又はインターネットにより議決権を行使いただくことがで
きます。お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討の上、本招集ご通知
内の「議決権行使についてのご案内」に従って、2026年９月18日（金曜日）午後６時30分ま
でに議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記

1. 日 時 2026年９月24日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）
2. 場 所 東京都豊島区西池袋1-11-1

メトロポリタンプラザビル12階
ステーションコンファレンス池袋 Room2

3. 会議の目的事項
（1）報告事項
1. 第32期（2025年７月１日から2026年６月30日まで）事業報告及び連結計算書類の

内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第32期（2025年７月１日から2026年６月30日まで）計算書類の内容報告の件

（2）決議事項
議案 取締役６名選任の件

4. 招集にあたっての決定事項
次ページ「議決権行使についてのご案内」をご参照ください。

以 上
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場にご提出くださいますようお願い申し上げます。
◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトにその旨、修正前の事項及び修正後の事項
を掲載させていただきます。

◎ ご送付している書面は、書面交付請求に基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねております。ただし、電子提供措
置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款に基づき、本書面には記載しておりません。
なお、監査役及び会計監査人は次の事項を含む監査対象書類を監査しております。
・事業報告「企業集団の現況に関する事項」のうち「対処すべき課題」、「会社の新株予約権等に関する事項」、「業
務の適正を確保するための体制」
・計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表）
・連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結注記表）
・連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書、会計監査人の監査報告書、監査役会の監査報告書



議決権行使についてのご案内

株主総会へのご出席

2026年９月24日（木曜日）午前10時（受付開始 午前９時30分）

同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、会場受付にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、行使期限までに到着するよ
うご返送ください。

当社議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただき、
行使期限までに賛否をご登録ください。
詳細は、次頁の「インターネット等による議決権行使のご案内」をご参照くだ
さい。

書面によるご行使

2026年９月18日（金曜日）午後６時30分到着分まで行使期限

開催日時

行使期限

システム等に関する
お問い合わせ

インターネットによるご行使

2026年９月18日（金曜日）午後６時30分送信分まで
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

 0120-173-027（受付時間：午前９時～午後９時）
■  書面と電磁的方法（インターネット）を重複して議決権を行使された場合は、電磁的方法（インターネット）による議決権行使を有

効なものといたします。
■  電磁的方法（インターネット）で複数回議決権行使をされた場合は、最後の議決権行使を有効なものといたします。
■  書面による議決権行使において議案に賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取扱いたします。
■  代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主１名を代理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代

理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。
■  電子提供措置事項に修正が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトに掲載いたし

ますのでご了承ください。
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インターネット等による議決権行使のご案内

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワー
ドを入力することなく、議決権行使サイトにログイ
ンすることができます。

議決権行使サイト
https://evote.tr.mufg.jp/

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み
取ってください。 議決権行使サイトにアクセスしてください。

「ログインID・
仮パスワード」を入力

「ログイン」をクリック

議決権行使書用紙に記載された「ログイン
ID・仮パスワード」を入力しクリックしてく
ださい。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力 
ください。

※操作画面はイメージです。

※ 「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力くだ
さい。２

１ １

２

3

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法
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事業報告（2025年７月１日から2026年６月30日まで）
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1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国の経済は、雇用・所得環境が改善する下で、緩やか
な回復基調で推移いたしました。一方で、物価上昇の継続による消費者マインドへの
影響や、為替相場の変動、資源価格の高止まり、中東地域をめぐる情勢など、先行き
に影響を及ぼす不確実要因には引き続き注意が必要な状況です。
旅行業界におきまして、日本人による海外旅行（アウトバウンド）は、円安基調の

継続や現地物価の上昇に加え、中東地域の情勢悪化や燃油価格の高騰等の影響により、
2025年７月から2026年６月における日本人出国者数は1,506万人（前年同期比9.0
％増）＊と、回復のペースは緩やかなものにとどまりました。
このような情勢のもと、当社グループでは、海外個人旅行事業におきまして、需要

動向を踏まえた商品ラインナップの拡充と販売強化に取り組み、ヨーロッパや北米、
オセアニア、アジア方面を中心とした需要の取り込みを推進いたしました。2026年３
月以降は、中東地域の情勢悪化により、中東経由欧州方面への旅行商品の催行中止を
余儀なくされたほか、燃油価格高騰を嫌気した消費者の旅行控えに伴う受注低下の影
響も受けましたが、こうした状況下においても、北米、オセアニア、アジア方面への
商品展開の強化に加え、商品造成プロセスの効率化や仕入条件の見直しを継続的に進
める等、実施可能な施策を講じ、影響の緩和に努めました。法人旅行事業におきまし
ては、業務出張及び団体案件等を中心に営業活動を行い、国内・海外の業務出張の取
扱いは堅調に推移いたしました。
＊2026年７月 日本政府観光局（JNTO）「訪日外客数・出国日本人数」
以上を踏まえ、当連結会計年度の業績は次のとおりとなりました。

前期（千円） 当期（千円） 増減額（千円） 増減率（％）

売 上 高 3,722,853 4,766,885 1,044,031 28.0

営 業 損 益 △111,626 △168,909 △57,283 −

経 常 損 益 △108,419 △163,739 △55,320 −

当 期 純 損 益 △764,779 155,746 920,525 −

親会社株主に帰属する当期純損益 △767,900 154,189 922,090 −

セグメントの業績については、当社グループは旅行業の単一セグメントであるため、
記載を省略いたします。
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（2）当連結会計年度の事業の状況
① 資金調達の状況

2026年５月20日付で、株式会社三菱ＵＦＪ銀行との間で、契約極度額500,000
千円のコミットメントライン契約（親会社である株式会社アドベンチャーによる保
証付）を締結いたしました。

② 設備投資の状況
該当事項はありません。

（3）財産及び損益の状況

区分 第29期
2023年３月期

第30期
2024年６月期

第31期
2025年６月期

第32期
（当連結会計年度）
2026年６月期

売 上 高（千円） 1,262,255 3,342,251 3,722,853 4,766,885

営 業 損 益（千円） △885,871 △352,964 △111,626 △168,909

経 常 損 益（千円） △910,088 △393,184 △108,419 △163,739

当 期 純 損 益（千円） △1,049,885 △399,456 △764,779 155,746

親会社株主に帰属する当期純損益（千円） △1,045,519 △400,866 △767,900 154,189
１ 株 当 た り 当 期 純 損 益 （円） △153.91 △26.49 △38.86 7.80
総 資 産（千円） 1,845,670 3,524,648 3,720,931 2,370,729

純 資 産（千円） △1,805,770 1,389,686 619,677 787,236

１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） △230.95 68.86 29.77 37.51

（注）第30期（2024年６月期）につきましては、事業年度の変更に伴い、2023年４月１日から2024年６月
30日までの15ヵ月間となっております。

（4）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
a. 親会社に関する事項
当社の親会社は株式会社アドベンチャーで、同社は当社の株式を10,477千株（議決

権比率53.00％）所有しております。同社は2023年10月31日に実施した第三者割当
増資により、当社の親会社となりました。当社は、親会社から出向者の派遣を受けて
いるほか、当社から親会社への出向者の派遣も行っております。また、当社は、親会
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社から親会社の従業員等を兼務する取締役１名を受け入れております。なお、当該役
員の兼務状況は当社の主体的な経営判断を妨げるものでなく、親会社は、当社の自律
的な経営を尊重しており、当社の経営陣に委ねております。
当社は同社との間で2023年８月10日付で株式引受契約を締結しており、同契約に

おいて、重要な決議事項に関する事前の通知・報告及び非常勤取締役１名の指名に関
する事項を定めております。また、当社は、2026年５月20日付で株式会社三菱ＵＦ
Ｊ銀行との間で締結した契約極度額500,000千円のコミットメントライン契約につい
て、親会社から保証を受けております。

b. 親会社との間の取引に関する事項
当社は、親会社との取引については、当該取引の必要性・合理性、市場実勢価格や

市場金利等を勘案した取引条件の妥当性等を慎重に検討した上で、社内規則に従って
当社取締役会等の承認を得ており、問題ないものと考えております。

② 重要な子会社の状況
会社名 資本金 当社の

議決権比率 主な事業内容

Tabikobo Vietnam
Co., Ltd. 689,569千VND 99％

ベトナムにおける主に現地企業向けのコンサル
ティング・旅行関連手配事業および日本の旅行
会社向けランドオペレーター事業等

PT. Ramayana
Tabikobo Travel 10,010,250千IDR 67％

インドネシアにおける個人顧客を対象とした送
迎、宿泊、オプショナルツアー等の手配業務、
ならびに主にインドネシア国内企業向けの航空
券販売等

株式会社
ミタイトラベル 90,000千円 65％ Z世代以降の若者の旅行需要の喚起と販売シェ

アの拡大を目的としたメディア運営等
（注）当社の連結子会社は上記の重要な子会社３社であります。

（5）主要な事業内容（2026年６月30日現在）
当社は、主に日本国内の個人顧客をターゲットにオンラインでの海外向けを中心と

するパッケージ旅行の企画・販売や、航空券の販売、宿泊手配、オプショナルツアー
の手配等を行っております。個人向け以外にも、企業や官公庁、学校法人等の法人顧
客向けに業務渡航や団体旅行の手配等を行っております。
当社は、旅行業の単一セグメントであるため、セグメント情報は記載せず、主要な

事業についてその特徴を記載します。

（個人旅行事業）
個人のお客様に対し、海外向けを中心とするパッケージ旅行を企画・販売するとと

もに、単品での航空券販売、宿泊手配、オプショナルツアー、海外旅行保険等の手配
を行っております。
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個人旅行事業における当社の特徴は以下のとおりです。

① インターネットでの顧客獲得
当社では、パッケージ旅行等の旅行関連商品の販売チャネルを自社ホームページや

他社が運営する旅行系のポータルサイトといったインターネット上での販売に絞り込
むとともに、お客様とのやり取りについてはメール及び電話を主な手段としています。
これによって、店舗開設・運営にかかる固定費を削減し、コストの低減を図っており
ます。

② 「トラベル・コンシェルジュ」による旅行カスタマイズ
当社ではインターネット上で顧客獲得を行っておりますが、独自に実施したインタ

ーネットユーザーの行動調査により、オンライン予約の過程で多数のユーザーが「商
品ページに記載されているよりも詳細な情報を知りたい」「初めての旅行先は相談して
最終決定したい」「複雑な旅程や条件で予約したい」等、システムによるオンライン予
約だけでは対応できない潜在ニーズがあることを把握しております。
これらの潜在ニーズに応えるため、システムのみで対応しきれないお客様に対して、

方面別に旅行先の情報に精通したプロフェッショナルによる電話やメールでの対応を
組み合わせた販売手法を推し進めています。
具体的には、旅行先の方面別に「トラベル・コンシェルジュ」と呼ぶ担当者を配置

し、お客様からインターネットでいただいたお問い合わせをもとに、担当する地域に
精通した「トラベル・コンシェルジュ」が電話及びメールでご要望のヒアリングを行
い、ヒアリング内容をもとに必要に応じて旅行内容のカスタマイズや旅程の組み直し
を行って、一人ひとりのお客様に最適な旅行を提供するための体制を整えております。
これにより、自宅に居ながらにして旅行予約ができるオンラインの利便性を確保し

つつ、こだわりのあるお客様のニーズにも応えられる付加価値の高い商品提案を行っ
ております。

③ 方面別組織による付加価値の高い旅行商品の提供
当社では、方面別に組織を分けており、それぞれの部署が旅行の企画から予約、手

配までを一貫して行う体制としております。目的地の地域ごとにお客様のニーズが異
なることから、地域特性に応じた商品の企画及び販売を可能とすることで、価格競争
力のみならずお客様のニーズに即した付加価値の高い旅行商品を提供しております。

（法人旅行事業）
企業、官公庁、学校法人等のお客様に対し、国内及び海外への業務渡航手配を行っ

ております。また、法人のお客様向けの団体旅行も取扱っており、少人数のグループ
旅行から数百人規模の大型の旅行まで、研修旅行、報奨旅行はもちろんのこと、専門
性の要求される国際会議、展示会、学会やコンサート等の各種イベント向けの旅行に
ついても取扱っております。



9

これらの主要事業における旅行取扱額は以下のとおりです。
第28期 第29期 第30期 第31期 第32期

2022年３月期 2023年３月期 2024年６月期 2025年６月期 2026年６月期
個人旅行事業
（千円） 340,098 921,112 3,531,720 4,386,628 5,531,373

法人旅行事業
（千円） 187,184 2,178,466 3,602,686 2,356,728 2,688,774

インバウンド旅行事業
（千円） 427,626 110,460 2,547 − −

合計（千円） 954,910 3,210,039 7,136,953 6,743,357 8,220,147

（6）主要な事業所等（2026年６月30日現在）
名 称 所在地 名 称 所在地

本 社 東京都豊島区 大 阪 支 店 大阪府大阪市中央区
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（7）従業員の状況（2026年６月30日現在）
①企業集団の従業員数

従業員数 前連結会計年度末比増減

112 名 ４名増

（注）従業員数には、使用人兼務でない取締役、監査役、臨時雇用者（パート・アルバイト・インターン及び派
遣社員）は含まれておりません。

②当社の従業員数
従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
86名 ８名増 35.8歳 ６年４ヶ月

（注）1. 従業員数には、他社から当社への出向者が含まれており、当社から他社への出向者は含まれておりま
せん。

2. 従業員数には、使用人兼務でない取締役、監査役、臨時雇用者（パート・アルバイト・インターン及
び派遣社員）は含まれておりません。

（8）主要な借入先の状況（2026年６月30日現在）
借入先 借入額

株式会社商工組合中央金庫 500,000千円
（注）当社は、機動的かつ安定的な資金調達を行うために、三菱ＵＦＪ銀行との間でコミットメントライン契

約を締結しております。当連結会計年度末における借入実行残高は次の通りであります。

コミットメントラインの総額 500,000千円
借入実行残高 − 千円
差引額 500,000千円
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（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
① 継続企業の前提に関する重要事象等
当社グループは、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた旅行需要の大幅な減退

等により、2021年３月期以降、営業損失及び経常損失を継続して計上しております。
当連結会計年度においても、2026年２月末に発生した中東地域の情勢悪化に伴う中東
経由欧州方面の旅行商品の催行中止や燃油価格高騰を嫌気した消費者の旅行控えに伴
う受注低下影響等により、168,909千円の営業損失、163,739千円の経常損失を計上
しました。また、翌連結会計年度においても、中東地域における情勢不安の長期化等
の影響を受け、欧州方面を中心とする海外旅行需要の本格的な回復にはなお一定の期
間を要することが見込まれております。このため、収益力の回復についても相応の期
間を要することが想定され、また金融庁から開示規制違反に係る課徴金の納付命令を
受ける可能性もあり、先行きには引き続き不確実性が存在しております。このような
状況のもと、営業損失及び経常損失の計上を見込んでいることから、現時点では継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在するものと認識して
おります。
当社グループでは、当該状況を解消するため、北米、オセアニア、アジア方面への

商品展開の強化により海外旅行需要の将来的な本格回復を着実に取り込むとともに、
広告宣伝費・システム保守運用費等の費用構造の適正化と生産性の向上に取り組み、
収益力の回復を図ってまいります。資金面では、当連結会計年度末において現金及び
預金を981,291千円保有していることに加え、2026年５月20日付で取引金融機関と
の間で極度額500,000千円のコミットメントライン契約を締結しており、機動的かつ
安定的な資金調達手段を確保していることから、当面の事業資金は十分に賄える状況
にあり、資金繰りに重要な懸念はありません。以上により、継続企業の前提に重要な
疑義を生じさせるような事象又は状況が存在するものの、重要な不確実性は認められ
ないと判断し、連結計算書類及び計算書類に「継続企業の前提に関する注記」は記載
しておりません。



12

② 特別注意銘柄の指定
当社は、2025年11月21日付「東京証券取引所による特別注意銘柄の指定及び上場

契約違約金の徴求に関するお知らせ」のとおり、2025年11月21日に、株式会社東京
証券取引所より2025年11月22日から特別注意銘柄に指定されること及び上場契約違
約金の徴求を受ける旨の通知を受けております。

a. 特別注意銘柄指定の理由
株式会社東京証券取引所から以下の指摘を受けております。
株式会社旅工房（以下「同社」という。）は、2025年９月１日に同社における

雇用調整助成金（以下「雇調金」という。）および緊急雇用安定助成金の受給に関
する特別調査委員会の調査報告書を開示し、同年10月31日に過年度の決算内容の
訂正を開示しました。
これらにより、同社では、創業メンバーかつ大株主であって2023年２月に代表

取締役社長を辞任した者（以下「創業社長」という。）以下、複数の元取締役の関
与・認識の下で、雇調金を不正受給していたことが判明し、また、不正受給した
雇調金を営業外収益（助成金収入）として計上するなどの不適切な会計処理が行
われていたことが明らかになりました。
その結果、同社は、2019年３月期から2025年６月期第３四半期までの決算短

信等において、上場規則に違反して虚偽と認められる開示を行い、それに伴う決
算内容の訂正により、2021年３月期の親会社株主に帰属する当期純損失が1,808
百万円から2,925百万円に６割以上拡大するとともに、純資産の額についても
108百万円の資産超過としていたものが、1,017百万円の債務超過となることな
どが判明しました。
こうした開示が行われた背景として、本件では主に以下の点が認められました。
・創業社長は雇調金の申請開始当初から不正受給を認容する姿勢を示し、また、

不正受給の可能性を認識した元常勤監査役の2021年６月の指摘後、同年９月時点
で不正受給した雇調金の返還は行わない旨を決定するとともに、2022年11月ま
で不正受給の申請を継続しており、さらに、雇調金の不正受給期間中、管理部門
であるコーポレート本部の執行役員であり、創業社長辞任後の2023年２月に後任
の代表取締役社長に就任した元社長についても、雇調金の不正受給の可能性を遅
くとも2021年４月時点で認識した後、2025年３月に東京労働局からの指摘を受
けるまでの間、社長就任後においても実態調査による事実確認の指示やリスク・
コンプライアンス委員会や取締役会等への報告・相談等の適切な対応を図らない
など、経営トップが、コンプライアンスやガバナンスを軽視する姿勢を有してい
たこと
・元常勤監査役を含む当時の複数の社外役員は雇調金の返還等に関して、執行

側へ一定の指摘等をしていたものの、その後のフォローアップが不足しており、
雇調金の不正受給問題が放置される事態を阻止することができなかったこと
・同社のリスク・コンプライアンス委員会では、雇調金の受給開始に際し不正
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受給等のリスクは検討されることなく、また、コーポレート本部による内部通報
の調査過程で不正受給の可能性が把握された際も、不正受給のリスクについて何
ら報告や議論がなされないなど、同委員会が機能不全に陥っていたこと
・コーポレート本部は、十分な勤怠管理が出来ていないなど雇調金の不正受給

を未然に防止することができず、また、非収益部門として軽視される傾向がある
中で、営業部門に休業日の稼働指示禁止の注意喚起は行っていたもののけん制力
が不足しており、さらに、不正受給の可能性認識後においても適切な対処ができ
ていなかったこと
以上のとおり、本件は、雇調金の不正受給が長期間にわたって行われた結果、

投資者の投資判断に深刻な影響を与える虚偽と認められる開示が行われていたも
のであり、同社は2025年10月31日付で再発防止策に係る開示を行っているもの
の、未だ、同社の内部管理体制等について改善の必要性が高いと認められること
から、同社株式を特別注意銘柄に指定することとします。
また、本件は、創業社長を含む複数の元取締役の関与・認識の下に、雇調金の

不正受給が行われたことにより新たに債務超過となる決算期が１期発生し、また、
その結果として、同社が2021年３月期から2023年３月期までの間、３期連続し
て債務超過であったことが明らかになるなど、投資判断情報として重要性の高い
決算情報について長期間にわたり誤った情報を公表し続けたものであり、当取引
所市場に対する株主及び投資者の信頼を毀損したと認められることから、同社に
対して、上場契約違約金の支払いを求めることとします。

b. 特別注意銘柄指定日
2025年11月22日

c. 特別注意銘柄指定期間
2025年11月22日から原則１年間とし、１年後に当社から内部管理体制確認書

を提出、株式会社東京証券取引所が内部管理体制等の審査を行い、内部管理体制
に問題があると認められない場合には指定が解除になります。一方で、内部管理
体制に問題があると認められる場合には、原則として上場廃止となります。ただ
し、指定から１年経過後の審査において、内部管理体制等が適切に整備されてい
ると認められるものの、適切に運用されていると認められない場合（適切に運用
される見込みがある場合に限ります。）には、特別注意銘柄の指定を継続し、当該
指定の継続を決定した日の属する事業年度（当該指定の継続を決定した日から当
該事業年度の末日までの期間が３か月に満たない場合は当該事業年度の翌事業年
度）の末日以降の審査までに、内部管理体制等の運用状況の改善を求められ、内
部管理体制等が適切に整備され、運用されていると認める場合にはその指定が解
除されます。一方で、内部管理体制等が適切に整備され、運用されていると認め
られない場合には上場廃止となります。なお、内部管理体制等が適切に整備され、
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運用されていると認めるものの、経過観察の対象銘柄に該当する場合には、最長
３事業年度、指定が継続され、その間同審査が行われます。

（10）対処すべき課題
今後、日本国内の少子高齢化と人口減少が進む一方、新興のオンライン旅行会社の

参入や成長により、国内の旅行業界の競争は激化することが予想されます。また、ス
マートフォン等の通信端末の進化や新たなオンラインメディアの誕生により、これま
でとは異なるマーケティング機会や新たな技術が日々登場しております。そのような
状況の中、当社は以下のような課題に対処すべきと認識しています。

（商品企画力の向上）
オンライン化が進み事業者の旅行手配業務への参入が容易になることにより、

他社との差別化において旅行の企画力がこれまで以上に重要になるものと考えて
おります。
当社は、これまで企画担当者の現地研修や社内での勉強会をはじめとする商品

企画力強化のための取り組みを行ってきましたが、他社とのさらなる差別化のた
めに現地情報のデータベース化による知識の集約や社内研修等を活用した共有の
ための取り組みを強化して、企画力の向上を図っていきます。

（トラベル・コンシェルジュの採用と教育）
お客様に素晴らしい旅行体験を提供するためには、「トラベル・コンシェルジ

ュ」の教育と採用が必要不可欠です。高いスキルを持った優秀な「トラベル・コ
ンシェルジュ」を確保し、その能力を高めることが当社の課題であると認識して
おります。
また、オンラインでの旅行商品販売が拡大するにつれ、システムによるオンラ

イン予約だけでは対応できない潜在ニーズに応えるために、当社の特徴である
「トラベル・コンシェルジュ」による接客の重要性は高まっていくと考えておりま
す。当社では、「トラベル・コンシェルジュ」の教育を行う専門のセクションを設
け、継続的な研修実施や外部講師の招聘等により「トラベル・コンシェルジュ」
の接客力・対応力向上に努めております。海外旅行に関する個々の「トラベル・
コンシェルジュ」の提案力を高めるため、随時、海外研修に派遣して現地を実際
に体験することにより、実践的かつ具体的な旅のアドバイスにつながる知見の獲
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得に努めております。

（システム強化）
旅行の申込み方法ではインターネットが最も多く、スマートフォン等の情報端

末の進化や電子商取引市場の拡大を勘案すると、今後もインターネット経由での
売上が増えることが予想されます。
当社での旅行商品の取扱いはインターネットを通じたオンライン販売が中心で

あり、インターネットを利用して旅行商品を購入する消費者の割合が増えれば当
社の対象マーケットは拡大し、当社の今後の成長に寄与することが見込まれます。
情報端末の多様化への備えや、画面上でユーザーが見やすく使い勝手の良いウェ
ブサイト作りに取り組む等、利便性の高いウェブサイトの構築を進めてまいりま
す。

（マーケティングの進化）
スマートフォン等の情報端末や技術の進化、日々の生活へのSNS（ソーシャル

ネットワーキングサービス）の浸透、新たなオンラインメディアの登場、AIによ
る情報収集の浸透等により、消費者のインターネット上での購買行動が変化して
いくことが予想されます。その結果、中長期的には、これまでのインターネット
上での広告手法や旅行系のポータルサイトを通じた集客が通用しなくなり、これ
までとは異なるマーケティング手法への対処が必要となるものと考えております。
当社では今後のマーケティングの進化を課題と位置付け、従来の手法にとらわ

れない、新たなマーケティングの方法を模索していきます。

（ブランド認知度の向上）
旅行業界において、大手の同業他社と比較したとき当社の認知度は相対的に低

いものと認識しております。また、旅行商品は個人の消費支出の中では比較的単
価の大きな商品であることから、旅行会社の選択にあたっては旅行会社の信頼性
及び信用力も重要な要素となっております。多くのお客様から問い合わせを受け、
お客様からの信頼を得るには当社の認知度向上と信頼性及び信用力の向上が不可
欠と考えております。当社のブランド価値、認知度及び信頼性向上のため、積極
的にPR施策を行ってまいります。
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（内部管理体制の強化）
当社は、雇用調整助成金及び緊急雇用安定助成金の受給に関する特別調査委員

会からの指摘、提言を真摯に受け止め、再発防止に取り組んでいます。また、当
社株式は、2025年11月22日付で株式会社東京証券取引所より特別注意銘柄に指
定されており、当社は、2026年４月15日に公表した「改善計画・状況報告書」
に基づいた各種改善策に取り組んでおります。加えて、内部管理体制の強化を支
えるコーポレート部門の人材の確保・育成についても、採用の強化や外部専門家
の活用等により推進しております。
引き続き、内部管理体制の改善を企業の経営上の重要課題の一つと位置付け、

改善計画の実行と定着を通じた内部統制システムの強化に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申
し上げます。
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2. 会社の株式に関する事項（2026年６月30日現在）
（1）発行可能株式総数 35,000,000株
（2）発行済株式の総数 19,768,491株（自己株式38,309株を除く。）
（3）当事業年度末の株主数 5,756名
（4）大株主（上位10名）

株主名 持株数（株） 持株比率（％）

株式会社アドベンチャー 10,477,600 53.00

高山 泰仁 1,410,300 7.13

株式会社証券ジャパン 246,000 1.24

楽天証券株式会社 201,500 1.02

松井証券株式会社 187,600 0.95

坂井 直樹 175,000 0.89

株式会社ＳＢＩ証券 125,428 0.63

杉山 昌樹 111,300 0.56

松本 典文 110,000 0.56
巻幡 俊 101,200 0.51
（注）１．持株比率は、発行済株式の総数から自己株式（38,309株）を控除して算出しております。

２．持株比率は、小数点第３位を四捨五入して表示しています。

（5）その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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3. 会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度の末日に当社役員が保有する職務執行の対価として交付された新株予約権等の

状況
該当事項はありません。

（2）当事業年度中に従業員等に職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役に関する事項（2026年６月30日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 小 林 祐 樹 グローバル・アライアンス部門管掌
指名・報酬委員会委員

取 締 役 澤 近 敏 光 コーポレート部門管掌
法務労務本部執行役員 兼 事業戦略本部執行役員

取 締 役 山 下 飛 鳥
旅行事業部門管掌
レジャー営業本部１執行役員 兼
マーケティング本部執行役員

取 締 役 田 中 悠 一

株式会社アドベンチャー 経営企画部長
株式会社Vacations 取締役
アヤベックス株式会社 取締役
HELLO1010 SDN. BHD. Director
株式会社LALALA Plus 取締役
Adventure Global OTA Philippines, Inc. Director
株式会社ファイブスターコーポレーション 取締役
ラド観光株式会社 取締役

取 締 役 甲 斐 亮 之 株式会社ギャプライズ 代表取締役
指名・報酬委員会委員

取 締 役 遠 藤 修 一 株式会社ジャーニクス 代表取締役
指名・報酬委員会委員

常 勤 監 査 役 黒 田 潤 株式会社枡屋 社外監査役

監 査 役 外 山 吉 丸 株式会社ゼン・ランド 監査役
PROGRESO CONSULTING/外山吉丸公認会計士事務所 代表

監 査 役 野 村 拓 也 未来創造弁護士法人 弁護士
（注）1. 取締役甲斐亮之氏及び遠藤修一氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

2. 監査役黒田潤氏、外山吉丸氏及び野村拓也氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま
す。

3. 当社は、取締役甲斐亮之氏及び遠藤修一氏並びに監査役黒田潤氏、外山吉丸氏及び野村拓也氏を、東
京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

4. 当事業年度中の役員の異動は以下のとおりであります。
（1）小林祐樹氏は、2025年９月25日開催の第31回定時株主総会において、新たに取締役に選任され、就

任いたしました。また、同日開催の取締役会において、代表取締役社長に選定され、就任いたしまし
た。

（2）2025年９月１日をもって、岩田静絵氏は、辞任により取締役（代表取締役社長）を退任いたしまし
た。なお、同日開催の取締役会において、朝居宏文氏が代表取締役社長に選定され、就任いたしまし
た。

（3）朝居宏文氏は2025年９月25日をもって代表取締役を退任し、その後、2025年10月31日をもって、
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辞任により取締役を退任いたしました。また、同氏は、在任中、株式会社ミタイトラベルの取締役に就
任しておりました。

（4）2026年６月30日をもって、轟木有里珠氏は、辞任により取締役を退任いたしました。なお、同氏は、
在任中、株式会社アドベンチャーの従業員を兼務しておりました。

（5）2026年６月30日開催の臨時株主総会において、澤近敏光氏、山下飛鳥氏、遠藤修一氏及び田中悠一氏
が新たに取締役に選任され、就任いたしました。

5. 当社は執行役員制度を採用しており、取締役のうち澤近敏光氏及び山下飛鳥氏は執行役員を兼務して
おります。2026年６月30日現在の取締役以外の執行役員は、次のとおりであります。

職 名 氏 名

経理財務本部執行役員 田村 健二
アライアンス統括本部執行役員 兼 Tabikobo Vietnam Co. Ltd. 社長 中川 靖之
BTM本部執行役員 兼 レジャー営業本部２執行役員 太田 明彦

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項に基づき、取締役（業務執行取締役等である者を除

く。）及び監査役との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、職
務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、法令が定めた額を限度とする契
約を締結しております。

（3）会社の役員等賠償責任保険契約に関する事項
当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と

の間で締結し、会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により、被保険者が職務の執
行に関し責任を負うこと、又は当該責任の追及を受けることによって負担することに
なる損害を当該保険契約により塡補することとしております。
ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損害等は補

償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置
を講じております。
当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社及び当社子会社の取締役、監査役、

執行役員、管理職従業員及び社外派遣役員であり、全ての被保険者について、その保
険料を全額当社が負担しております。
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（4）取締役及び監査役の報酬等

役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる役員
の員数（名）基本報酬 譲渡制限付

株式報酬 賞与

取締役 26,700
( 2,400)

26,700
( 2,400) ー ー 5

(1)（うち社外取締役）
監査役 12,001

(12,001)
12,001
(12,001) ー ー 3

(3)（うち社外監査役）
（注）1. 上記には、当事業年度中に退任した取締役（３名）に対する報酬等の額を含んでおります。

2. 当事業年度末現在の人員は、取締役6名（うち社外取締役２名）、監査役３名（うち社外監査役３名）
であります。

（5）取締役及び監査役の報酬等についての株主総会決議による定めに関する事項
当社取締役及び監査役の報酬等の限度額は以下のとおり、決議されております。

報酬の種類 株主総会決議 対象者 限度額 当該株主総会終結時点
の員数

金銭報酬 2015年６月26日開催
第21回定時株主総会

取締役
年額500,000千円以内
（ただし、使用人兼務取締役の
使用人分給与は含みません。）

７名

監査役 年額300,000千円以内 ３名

株式報酬 2019年６月28日開催
第25回定時株主総会

取締役
年額50,000千円以内
（うち社外取締役分は年額
10,000千円以内）

８名
（うち社外取締役２名）

監査役 年額30,000千円以内 ３名



22

（6）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
当社は、2021年２月26日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内

容に係る決定方針を決議しております。当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な
向上を図るインセンティブとして十分に機能することを目的とした報酬体系とし、
個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本
方針とし、具体的には、①基本報酬と②株式報酬により構成するものとします。それ
ぞれの支給割合は、基本報酬を主体とし、株式報酬は中長期的な企業価値向上に資す
る適正な割合としております。取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容
は次のとおりです。

① 基本報酬
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定金銭報酬とし、役位、職責、在任年数に応

じて他社水準、当社業績、従業員給与の水準も考慮しながら、総合的に勘案して決定
いたします。

② 株式報酬
当社の取締役の株式報酬は、譲渡制限付株式とし、対象取締役が割当を受けた当社

株式の譲渡制限の解除を受けるのは、原則として、３年間以上で当社の取締役会が定
める期間又は割当を受けた当社株式の交付日から当該対象取締役が当社の取締役その
他当社の取締役会で定める地位を退任若しくは退職する日までの期間、割当株式の総
数は年50,000株以内といたします。

（7）当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会
が判断した理由
取締役の報酬方針及び報酬額等については、あらかじめ株主総会において決議され

た報酬限度額の範囲内で、取締役会が任意の諮問機関である指名・報酬委員会へ諮問
し答申を得るものとし、指名・報酬委員会の答申をもとに取締役会において決定して
おります。
取締役の個人別の報酬等については、内容を決定するにあたり、任意の指名・報酬

委員会にて決定方針との整合性を含めた多角的な審議検討を行っております。取締役
会は基本的にその答申を尊重しており、当該個人別の報酬等の内容は決定方針に沿う
ものであると判断しております。
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（8）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

役員区分 氏 名 兼職先 兼職内容 当該他の法人等との関係

取締役 甲斐 亮之 株式会社ギャプライズ 代表取締役 当社と株式会社ギャプライズとの間に
重要な取引その他の関係はありません。

取締役 遠藤 修一 株式会社ジャーニクス 代表取締役 当社と株式会社ジャーニクスとの間に
重要な取引その他の関係はありません。

監査役 黒田 潤 株式会社枡屋 社外監査役 当社と株式会社枡屋との間に重要な取
引その他の関係はありません。

監査役 外山 吉丸
株式会社ゼン・ランド 監査役 当社と株式会社ゼン・ランド及び

PROGRESO CONSULTING/外山吉丸
公認会計士事務所との間に重要な取引
その他の関係はありません。PROGRESO CONSULTING/

外山吉丸公認会計士事務所 代表

監査役 野村 拓也 未来創造弁護士法人 弁護士 当社と未来創造弁護士法人との間に重
要な取引その他の関係はありません。
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② 社外役員の当事業年度における主な活動状況
出席状況、発言状況及び社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った

職務の概要
役員区分 氏 名 出席状況 活動状況

取締役 甲斐 亮之（取締役会）29回中29回出席

企業経営に関する幅広い知識と見識に基づき議案審議等につき、必
要な発言を行いました。また、任意の指名・報酬委員会にも委員と
して、当事業年度に開催された委員会６回中６回出席し、客観的・
中立的な立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程に
おける監督機能を担っております。

取締役 遠藤 修一 （取締役会）
１回中１回出席

2026年６月30日開催の臨時株主総会において新たに選任され、就
任後に開催された当事業年度の取締役会（１回）に出席しました。
就任後は、旅行業並びに企業経営に関する深い経験と幅広い知識・
見識に基づき、当社事業戦略や取締役会の実効性についての監督を
行うことが期待されます。また、任意の指名・報酬委員会の委員に
就任しております。

監査役 黒田 潤

（取締役会）
29回中29回出席

（監査役会）
25回中24回出席

内部統制、コンプライアンス、リスク管理にかかわる幅広い見識に
基づき、経営の意思決定の適法性及び妥当性を確保するための発言
を行いました。また、任意の指名・報酬委員会にも委員として、当
事業年度に開催された委員会６回中５回出席し、客観的・中立的な
立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監
督機能を担っております。なお、指名・報酬委員会の委員について
は、委員会構成の見直しに伴い、2026年６月30日をもって退任し
ております。

監査役 外山 吉丸

（取締役会）
29回中29回出席

（監査役会）
25回中25回出席

公認会計士として培われた財務・会計・監査に関する豊富かつ高度
な知識・経験に基づき、疑問点等を明らかにするため適宜質問し、
意見を述べております。また、任意の指名・報酬委員会にも委員と
して、当事業年度に開催された委員会５回中５回出席し、客観的・
中立的な立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程に
おける監督機能を担っております。なお、指名・報酬委員会の委員
については、委員会構成の見直しに伴い、2026年４月15日をもっ
て退任しております。
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監査役 野村 拓也

（取締役会）
29回中29回出席

（監査役会）
25回中25回出席

弁護士として培われた高い専門性、特に企業法務分野に関する豊富
な知識と経験に基づき、疑問点等を明らかにするため適宜質問し、
意見を述べております。また、任意の指名・報酬委員会にも委員と
して、当事業年度に開催された委員会５回中５回出席し、客観的・
中立的な立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程に
おける監督機能を担っております。なお、指名・報酬委員会の委員
については、委員会構成の見直しに伴い、2026年４月15日をもっ
て退任しております。
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5. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

太陽有限責任監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
報酬等の額

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 39,800千円
公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 −千円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 39,800千円

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、公認会計士法第２条第１
項の業務に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査役会は、会計監査人から説明を受けた監査計画における監査時間や人員配置などの内容、従前の
事業年度における監査の遂行状況の相当性、報酬の前提となる見積りの算出根拠を検討した結果、こ
れらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
会計監査人の解任につきましては、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定め

るいずれかの事由に該当し、当社の会計監査業務に重大な支障があると判断した場合、
監査役会は監査役全員の同意により会計監査人を解任いたします。この場合、監査役
会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人
を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
また、上記の場合のほか、会計監査人の職務遂行の状況、監査の品質等を総合的に

勘案して、監査役会は会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、取
締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提案いたします。
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6. 業務の適正を確保するための体制
（1）取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正

を確保するための体制
当社は、会社法第362条第４項第６号の取締役の職務執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制（以下、「内部統制システム」といいます）の基本方針を
取締役会で決議し、2026年４月15日開催の取締役会にて一部改定決議いたしました。
その概要は以下のとおりです。
①取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
a．全役職員が法令遵守はもとより、誠実かつ公正な企業行動を通じて社会的な責任
を果たしていくことを明確にするとともに、役職員に周知徹底させる体制をとり
ます。

b．コンプライアンス体制並びにリスク管理体制の充実、徹底を図るため、各部門か
ら選抜された役職員から成る「コンプライアンス委員会」及び「リスク管理委員
会」を設置し、当社事業運営上認識すべきリスク管理あるいはコンプライアンス
上の重要な問題を審議し、対応方針を策定した上で、当該方針に基づき各部門に
て問題解決に向けた取り組みを遂行し、その結果を取締役会に適宜報告する体制
をとります。

c．「コンプライアンス委員会」及び「リスク管理委員会」は、コンプライアンス体
制並びにリスク管理体制を定着させるための日常的活動を通じ、コンプライアン
スの実効性の確保に努めるものとします。

d．組織的又は個人による違法行為等について、グループ会社の役職員が直接情報提
供を行える内部通報制度（ヘルプライン）を設置し、コンプライアンス体制の強
化を推進いたします。

e．監査役は独立した立場から当社グループの内部統制システムの整備・運用状況を
含め、取締役の職務執行について監査を行います。

f．当社グループのコンプライアンス体制の整備・運用状況について、内部監査を実
施いたします。

g．取締役及び監査役の指名・報酬等に関する手続の公正性・透明性・客観性を強化
し、当社コーポレート・ガバナンスの充実を図るため、取締役会がその諮問機関
として「指名・報酬委員会」を設置します。指名・報酬委員会は、代表取締役１
名及び社外取締役２名の計３名で構成し、委員長は社外取締役である委員の中か
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ら選定します。
h. 社外取締役がその監督機能を着実に発揮できるよう、社外取締役の職務を補佐す
る専任または兼務の使用人を設置します。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
a．株主総会議事録、取締役会議事録、重要な意思決定に関する文書等（電磁的記録
を含む。以下同じ。）その他取締役の職務の執行に係る重要な情報を法令及び
「文書管理規程」等の社内諸規程に従い、保存・管理を行います。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
a. 当社におけるリスク管理に関する基本事項を「リスク管理規程」に定め、リスク
発生の防止と適切な対応により損失の最小化を図ることに努めます。

b．リスク管理を担う機関として代表取締役を最高責任者としたリスク管理委員会を
設置し、リスク管理に関する課題・対応策について検討いたします。

c．業務執行部門から独立した内部監査室が、リスク管理活動の取り組み状況につい
て、内部監査を実施いたします。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
a．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎とし
て、取締役会を原則月１回定時に開催するほか、必要に応じて、適宜臨時に開催
いたします。

b．経営判断が効率的に行えるよう役員会を原則週１回開催し、代表取締役の諮問機
関として代表取締役の決裁事項に係る事前審議を行うほか、業務執行における重
要事項並びに経営戦略等について審議を行い、必要事項は取締役会に上程する体
制を採ります。

c．取締役会の決定に基づく執行業務については、「組織規程」「業務分掌規程」「職
務権限規程」等の社内諸規程において、それぞれの責任者・責任と権限等を定め
るとともに、随時見直しを行うものとします。

⑤当社及び当社関係会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
a．当社は、当社の関係会社の経営意思を尊重しつつ、当社が定める「関係会社管理
規程」に基づき、一定の事項については当社に事前協議を求めるとともに、当社
の関係会社の経営内容を的確に把握するための関係資料等の提出を求め、必要に
応じて当社が当該関係会社に対し、助言を行うことにより、当社の関係会社の経
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営管理を行います。
b．当社は、当社の関係会社における経営効率化の推進、人材の開発及び業務の改善
について指導指針を策定し、取締役会の承認を得て、随時指示を与えることで当
社の関係会社の経営管理を行います。

c．当社は、業務の適正性及び有効性確保のために内部監査室による内部監査を実施
いたします。

d．当社は、当社グループの各部門との情報交換を定期的に実施するとともに、「リ
スク管理規程」及び「コンプライアンス規程」に基づき当社の関係会社における
リスク管理体制及びコンプライアンス体制を整備いたします。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人（補助使用人）を置くことを求めた場合における
当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
a．監査役による監査の実効性向上のため、監査役の職務を補助する使用人（監査役
補助使用人）を配置いたします。

b．当該使用人の職務に関しては、取締役その他役員等の指揮命令を受けず、監査役
の指示に従うものとし、当該使用人の人事（人事評価・異動等）について、監査
役の同意を得るものとします。

⑦取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
a．監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役
会等の経営に関する重要な会議への出席及び取締役会議事録並びに稟議書その他
業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて、取締役及び使用人にその
説明を求めることができるものとします。

b．取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、業務又は業績に重大
な影響を与える事項、内部監査の実施状況、内部通報制度（ヘルプライン）によ
る通報状況及びその内容を報告する体制を整備し、監査役の情報収集・交換が適
切に行えるよう協力する体制を採ります。

⑧その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
a．監査役と代表取締役との定期的な意見交換会を設けます。
b．監査役は、会計監査人及び内部監査室と緊密な連携を図り、情報交換を行い、相
互の適切な意思疎通を確保することで、効果的な監査業務遂行ができる体制を採
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ります。
c．監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をしたと
きは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに
当該費用又は債務を処理するものとします。

⑨反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
a．当社は、「反社会的勢力排除に関する規程」を定め、反社会的勢力との一切の関
係を遮断するための体制を整備いたします。

b．反社会的勢力による不当要求、組織暴力及び犯罪行為等に対しては、毅然とした
態度で臨み、顧問弁護士や警察等の外部専門機関と連携し、解決を図る体制を整
備いたします。

⑩財務報告の信頼性を確保するための体制
a．当社は、財務報告の信頼性と適正性の確保及び金融商品取引法に基づく内部統制
報告書の有効かつ適切な提出のため、財務報告に係る内部統制の整備を行い、継
続した運用、評価及び有効性向上のための取り組みを行うものとします。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況
当社では、上記体制に基づく内部統制システムの整備について、業務の実態に合わ

せてその適切な運用に努めております。
当事業年度における運用状況のうち主なものは、以下のとおりであります。
① コンプライアンスに関する取り組み
・当社の役職員が通報・相談できる窓口を設置し、社内イントラネットへの掲示に
より役職員への周知を図っております。また、通報・相談によって、社内に不利
益な処遇を受けることがないことを「内部通報制度運用規程」で定めております。
当事業年度において「内部通報制度運用規程」を改定し、通報窓口の整理・拡充
を行うとともに、役職員が不正行為や法令違反を知り得た場合の通報の義務化を
明文化しました。内部通報制度（ヘルプライン）の通報受付窓口として社内窓口
のほか、監査役窓口、弁護士窓口及び親会社窓口を設け、複数の通報チャネルを
用意しています。内部通報制度の利用方法等については、全社会議や研修等を通
じて定期的に周知しております。

・健全なコンプライアンス・ガバナンス意識の醸成に向け、役員・管理者・社員全
体等の階層別のコンプライアンス研修を実施しました。また、代表取締役より、
コンプライアンス・ガバナンスを重視する経営方針を、全社員が参加する月次の
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全社会議等を通じて継続的に発信しております。
・内部監査については、代表取締役直轄の内部監査室が、年間計画に基づき当社各
部門及び当社関係会社について監査を行い、代表取締役社長への報告を実施しま
した。年間の内部監査計画と監査結果については、取締役会に報告を行っており
ます。

② 情報保存管理体制
・当社は、取締役会等の議事録、稟議書、会計書類その他、取締役の職務執行に係
る情報・文書について、法令及び社内規程に則り、適切に保存・管理を行ってお
ります。

③ リスクマネジメントに関する取り組み
・当社のリスク管理の目的、体制及び手法を定めた「リスク管理規程」について、
社内イントラネットへの掲示等により役職員への周知を図っております。

・当社のリスク抽出及びその対応策についてリスク管理委員会で審議の上、重点的
に取り組むべき課題及び対応策について検討いたしました。またその対応の進捗
についても同様のプロセスで確認を実施しました。

・リスク管理委員会及びコンプライアンス委員会について、開催頻度を四半期に一
度から月次に見直しており、同委員会には常勤監査役は原則毎回出席し、非常勤
監査役は年４回以上出席するように規定しております。

・情報セキュリティ体制の強化のため、情報セキュリティ委員会を設置しています。
また、情報セキュリティに関するリスクの評価及び対応の状況をリスク管理委員
会へ報告する体制としております。

④ 職務執行の適正性及び効率性に関する取り組み
・当事業年度は、取締役会を29回開催し、法令及び定款に定める専決事項の決議を
行うほか、コーポレート・ガバナンス体制の強化や当社グループの業績に重要な
影響を及ぼす業務執行の決定並びにその監督を行いました。

・役員会については、業務執行取締役及び執行役員を構成員とし、監査役が陪席す
ることができる会議体として、各事業部門の執行状況の把握及び業務執行に係る
重要事項の審議を行いました。なお、2026年５月以降は、役員会を代表取締役の
諮問機関と位置付けて原則週次で開催する体制に移行し、代表取締役の決裁事項
に係る事前審議を実施しております。

・取締役及び監査役の指名・報酬等に係る手続の公正性・透明性・客観性を強化す
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るため、指名・報酬委員会の構成を委員の過半数が社外役員となるようにし、委
員長は社外取締役としております。また、「役員候補選定規程」及び「取締役解任
規程」を新たに制定するとともに、取締役会全体としてのスキルの充足状況を可
視化するスキル・マトリックスを策定し、開示しております。

⑤ 関係会社管理
・「海外関係会社管理規程」に基づき、子会社に関する重要事項について、当社子会
社により報告を受けております。

・取締役会において当社グループの月次業績が報告され、当社グループの経営目標
の進捗状況、経営課題及びその対応策について確認し、審議を実施しました。

・子会社の代表者及び当社の取締役や執行役員等が定期的に、経営状況や課題等予
算と実績の差異分析を通じて業績目標の達成を図るとともに、コンプライアンス
を遵守したものとなっているか双方でモニタリングをしています。

⑥ 監査役監査体制
・監査役への報告については、監査役が当社の重要な会議体へ出席する機会を確保
することで、これらの会議を通じた監査役への報告及び情報提供を実施しました。

・監査役は、当社の内部監査室及び監査法人と定期的に連携を図るほか、当社取締
役から業績、事業の運営状況及び内部統制の整備等について報告を受けること等
により、監査の実効性を高めております。

・監査役と代表取締役との意見交換会について、開催頻度を月次に見直し、定期的
に開催しております。また、2026年６月に監査役の職務を補助する使用人を配置
いたしました。

⑦ 財務報告の信頼性を確保するための取り組み
・金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制について、全社的な内部統制及
び重要な業務プロセスに係る内部統制の整備・運用並びにその評価を実施してお
ります。

・前事業年度に係る内部統制報告書に記載した開示すべき重要な不備については、
経営体制の刷新、リスク管理委員会及びコンプライアンス委員会の月次開催の規
定化、コーポレート部門（第２線）の体制強化、内部通報制度の見直し等の是正
措置に取り組み、その定着に努めております。



連結計算書類

33

連結貸借対照表（2026年６月30日現在） （単位：千円）
科 目 金 額

（資産の部）
流動資産 1,992,137

現金及び預金 981,291
売掛金 243,896
割賦売掛金 12
旅行前払金 601,314
未収入金 19,583
その他 146,038

固定資産 378,591
有形固定資産 6,923
無形固定資産 367
投資その他の資産 371,301
長期貸付金 4,876
差入保証金 220,946
供託金 71,000
長期未収入金 300,812
その他 79,355
貸倒引当金 △305,688

資産合計 2,370,729

科 目 金 額
（負債の部）
流動負債 1,051,296

買掛金 133,469
未払金 58,565
未払費用 6,184
未払法人税等 17,191
旅行前受金 795,638
預り金 34,843
賞与引当金 444
その他 4,958

固定負債 532,196
長期借入金 500,000
資産除去債務 12,543
その他 19,653
負債合計 1,583,493

（純資産の部）
株主資本 738,191
資本金 100,189
資本剰余金 2,011,297
利益剰余金 △1,373,166
自己株式 △128

その他の包括利益累計額 3,384
為替換算調整勘定 3,384

非支配株主持分 45,660
純資産合計 787,236
負債純資産合計 2,370,729

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。



34

連結損益計算書（2025年７月１日から2026年６月30日まで） （単位：千円）
科 目 金 額

売上高 4,766,885
売上原価 3,755,237
売上総利益 1,011,648
販売費及び一般管理費 1,180,558
営業損失 168,909
営業外収益

受取利息 4,517
受取手数料 4,264
その他 4,972 13,753

営業外費用
支払利息 4,499
支払保証料 2,230
為替差損 1,066
その他 786 8,583

経常損失 163,739
特別利益

債務取崩益 290,418
受取保険金 100,000 390,418

特別損失
助成金返還損 6,707
特別調査費用等 31,134
上場契約違約金 9,600
訴訟関連費用 15,129 62,571

税金等調整前当期純利益 164,107
法人税、住民税及び事業税 8,361 8,361
当期純利益 155,746
非支配株主に帰属する当期純利益 1,556
親会社株主に帰属する当期純利益 154,189
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書(自 2025年７月１日 至 2026年６月30日） （単位：千円）
株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 100,000 2,011,108 △1,527,356 △128 583,623

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 189 189 − − 378

親会社株主に帰属する当期純利益 − − 154,189 − 154,189

自 己 株 式 の 取 得 − − − △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） − − − − −

当期変動額合計 189 189 154,189 △0 154,567

当期末残高 100,189 2,011,297 △1,373,166 △128 738,191

その他の包括利益累計額
非支配
株主持分 純資産合計為替換算

調整勘定
その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 4,762 4,762 31,290 619,677

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） − − − 378

親会社株主に帰属する当期純利益 − − − 154,189

自 己 株 式 の 取 得 − − − △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,378 △1,378 14,370 12,991

当期変動額合計 △1,378 △1,378 14,370 167,559

当期末残高 3,384 3,384 45,660 787,236

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結しております。
連結子会社の数 ３社
連結子会社の名称
Tabikobo Vietnam Co. Ltd.
PT. Ramayana Tabikobo Travel
株式会社ミタイトラベル

２．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、Tabikobo Vietnam Co. Ltd.及びPT. Ramayana Tabikobo

Travelの決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、３月31日現
在で実施した仮決算に基づく計算書類を採用しておりますが、連結決算日との間に生じた
重要な取引については連結上必要な調整を行っております。
連結子会社のうち、株式会社ミタイトラベルの決算日は３月31日であります。連結計

算書類の作成に当たっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を採用し
ております。

３．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

デリバティブ
時価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
については定額法を採用しております。
主な耐用年数は以下のとおりであります。
・建物附属設備 15年
・車両運搬具 ６年
・工具、器具及び備品 ３年〜15年

② 無形固定資産(リース資産を除く)
ソフトウエア(自社利用)については、社内における見込利用可能期間(５年)による定
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額法を採用しております。

③ リース資産
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

② 賞与引当金
従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべ

き額を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社は、主として以下の５ステップアプローチに基づき、財又はサー

ビスが顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額
で収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務へ配分する
ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するにつれて）収益を識別する

主要な事業における収益の計上基準は以下のとおりであります。
旅行業
旅行業は、主に自社の企画旅行商品の販売、旅行の手配を行っており、旅行条件書

に基づいて顧客に対し企画旅行の実施や航空券・鉄道・ホテル等の手配を行う義務を
負っております。当該履行義務は、顧客が帰着した時点又は旅行の実施期間にわたり
充足されると判断し収益を認識しております。
なお、旅行商品販売のうち、手配旅行などの当社及び連結子会社が代理人として行

う取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益
を認識しております。
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(5) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約等については、振当処理を採用してお

ります。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。
ヘッジ手段・・・為替予約
ヘッジ対象・・・外貨建金銭債務

③ ヘッジ方針
当社の内規である「デリバティブ取引規程」に基づき、為替変動リスクをヘッジして

おります。

④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件は同一であり、かつヘッジ開

始以降も継続してキャッシュ・フロー変動又は相場変動を完全に相殺するものと想定で
きるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

(6) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外国通貨及び外貨建短期金銭債権債務は決算日の直物為替相場によって換算しており、

換算差額は損益にて処理しております。
また、為替予約の振当処理の対象となっている外貨建金銭債務については、当該為替

予約の円貨に換算しております。
なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替
換算調整勘定に含めております。
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Ⅱ．会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性

(1) 連結計算書類に計上した金額
(単位：千円)

当連結会計年度
繰延税金資産 ―
繰延税金負債 0

(2) 連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
① 算出方法
将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、将来加算一時差異の解消スケジュ

ール及び将来の収益力に基づく課税所得の見積りにより、繰延税金資産の回収可能性を判
断しております。課税所得の見積りは事業計画を基礎としております。
② 主要な仮定
課税所得の見積りの基礎となる事業計画における主要な仮定は、予想販売数量でありま

す。なお、当社グループは、2026年度に海外旅行市場における旅行者数が段階的に回復
に向かうと見込んでおります。
③ 翌年度の連結計算書類に与える影響
繰延税金資産の回収可能性の判断は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積

りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年度の連結計算書類において
繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記
1．担保資産及び担保付債務
担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。
現金及び預金 258,500千円
合計 258,500千円

担保付債務は、次のとおりであります。
買掛金 2,330千円
合計 2,330千円

2．有形固定資産の減価償却累計額 73,322千円
(減損損失累計額が含まれております。)

3．顧客との契約から生じた債権、契約資産及び負債の残高
顧客との契約から生じた債権、契約資産及び負債の残高は、「Ⅶ．収益認識に関する注

記 ３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報 (1)
契約資産及び契約負債の残高等」に記載しております。

4．コミットメントライン契約
当社は、機動的かつ安定的な資金調達を行うために、取引銀行との間でコミットメント

ライン契約を締結しております。当連結会計年度末における借入実行残高は次の通りであ
ります。
コミットメントラインの総額 500,000千円
借入実行残高 −千円
差引額 500,000千円

5．供託金
当社の元代表取締役に対する会社法第423条第１項に基づく任務懈怠による損害賠償責

任を追及する訴訟等に関連し、元代表取締役が所有する当社株式等について仮差押えの申
し立てを行ったことに係る供託金であります。なお、訴訟等の内容につきましては、
2025年11月7日付「当社の元代表取締役に対する損害賠償請求等訴訟の提起および当該
元代表取締役が保有する当社株式等についての仮差押決定に関するお知らせ」にて開示し
ております。
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6．偶発債務
当社は金融庁から開示規制違反に係る課徴金の納付命令を受ける可能性があります。そ

の結果により当社グループの業績に影響を与える可能性がありますが、現時点ではその影
響を合理的に見積ることは困難であり、当社グループの財政状態及び経営成績に与える影
響は明らかではありません。

Ⅳ．連結損益計算書に関する注記
１．売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載し
ておりません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「Ⅶ．収益認識に関する注記 １．
顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に記載しております。

２．債務取崩益
過年度に受給した雇用調整助成金等の返還納付額と前連結会計年度末において預り金等

で計上していた返還予定額との差額について、債務取崩益を計上しております。

３．受取保険金
GoToトラベル事案に関する「2022年３月２日付調査報告書」、「2023年２月10日付

検証報告書」及び雇用調整助成金等の受給に関する「2025年８月29日付調査報告書」に
要した特別調査委員会等の調査費用等に対して、当社が加入している会社役員賠償責任保
険の補償額がそれぞれ50,000千円に確定したため、受取保険金として合計100,000千円
を特別利益に計上しております。

４．訴訟関連費用
当社の元代表取締役に対する会社法第423条第１項に基づく任務懈怠による損害賠償責

任を追及する訴訟等に対応した調査費用を計上しています。なお、訴訟等の内容につきま
しては、2025年11月7日付「当社の元代表取締役に対する損害賠償請求等訴訟の提起お
よび当該元代表取締役が保有する当社株式等についての仮差押決定に関するお知らせ」に
て開示しております。



42

Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び株式数
株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 19,799,800株 7,000株 −株 19,806,800株
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。
新株予約権の権利行使による新株の発行による増加 7,000株

(2) 剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。

(3) 当連結会計年度末の株式引受権に係る株式の種類及び総数
該当事項はありません。

(4) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の
目的となる株式の種類及び数
該当事項はありません。

Ⅵ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取り組み方針

当社グループは、短期的な預金を主体として資金運用を行っております。また、金融
機関からの借入、新株予約権の発行により資金調達を行っております。
デリバティブ取引については、外貨建金銭債務の為替変動リスクをヘッジすることを

目的としており、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びリスク
営業債権である売掛金、未収入金及び差入保証金は、取引先の信用リスクに晒されて

おります。割賦売掛金については、信販会社との保証契約により顧客の信用リスクをヘ
ッジしております。



43

営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。
借入金は主に運転資金の調達を目的としたものであり、固定金利により金利変動リス

クをヘッジしております。
デリバティブ取引は、外貨建金銭債務に係る為替変動リスクに対するヘッジを目的と

した為替予約取引であります。ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方
針、ヘッジ有効性の評価方法等については、「Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本とな
る重要な事項に関する注記 ３．会計方針に関する事項 (5) 重要なヘッジ会計の方法」
をご参照ください。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当社グループは、債権管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行
うとともに、財務状況の悪化等を把握したときは、速やかに対応する等して、その
軽減に努めております。

② 市場リスクの管理
当社グループは、外貨建金銭債務について、主要通貨の為替変動リスクに対して

原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。
デリバティブ取引における為替予約取引についての基本方針は、取締役会で決定

され、取引の実行及び管理は財務セクションが行っております。なお、取引残高・
損益状況については、取締役会に定期的に報告することとしております。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
資金調達に係る流動性リスクについては、適時に資金繰り計画を作成・更新する

等、そのリスク軽減に努めております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価額がない場合には、合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込
んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあ
ります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(単位：千円)
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

差入保証金 220,946 182,790 △38,155
資産計 220,946 182,790 △38,155

長期借入金 500,000 465,937 △34,062
負債計 500,000 465,937 △34,062

(注)「現金及び預金」「売掛金」「未収入金」「買掛金」「未払金」「預り金」「旅行前受金」につい
ては、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものである
ことから、記載を省略しております。また、「割賦売掛金」については、回収まで１年以上
要するものもありますが、顧客の信用状態は大きく異なることはなく、時価が帳簿価額に近
似するものであることから、記載を省略しております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい

て形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相
場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプ
ット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル
に時価を分類しております。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。
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(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
差入保証金 − 182,790 − 182,790

資産計 − 182,790 − 182,790
長期借入金 − 465,937 − 465,937

負債計 − 465,937 − 465,937
(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
差入保証金
差入保証金の時価は、当該差入見込期間に見合った国債の利率で割り引いた現在価値によ

り算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

Ⅶ．収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)
報告セグメント

旅行業
個人旅行事業 4,555,758
法人旅行事業 185,469
インバウンド旅行事業 11,982
その他 13,675
顧客との契約から生じる収益 4,766,885
その他の収益 −
外部顧客への売上高 4,766,885
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２．収益を理解するための基礎となる情報
「Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 ３．会計方針

に関する事項 (4) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載しております。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約資産及び契約負債の残高等

(単位：千円)
当連結会計年度

期首残高 期末残高
顧客との契約から生じた債権 257,391 243,908
売掛金 257,336 243,896
割賦売掛金 55 12

契約資産 − −
契約負債 904,566 795,638
旅行前受金 904,566 795,638
契約負債は、旅行商品の販売で履行義務充足前に対価を受領したものであります。な

お、契約負債は収益の認識に伴い取り崩しております。
当連結会計年度に認識された収益の金額のうち期首現在の契約負債残高に含まれてい

た額は、904,566千円であります。また、当連結会計年度において、契約負債が
108,927千円減少した理由は、旅行商品の販売で履行義務充足前に受領した対価が増減
した結果であります。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社においては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がな

いため、実務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。
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Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 37円51銭
２．１株当たり当期純利益 7円80銭

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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貸借対照表（2026年６月30日現在） （単位：千円）
科 目 金 額

（資産の部）
流動資産 1,768,682

現金及び預金 821,831
売掛金 225,528
割賦売掛金 12
旅行前払金 558,759
前払費用 41,286
未収入金 18,710
その他 102,554

固定資産 455,994
有形固定資産 6,279
無形固定資産 367
投資その他の資産 449,348
関係会社株式 81,061
長期貸付金 4,876
差入保証金 217,931
供託金 71,000
長期未収入金 300,812
その他 79,355
貸倒引当金 △305,688

資産合計 2,224,676

科 目 金 額
（負債の部）
流動負債 1,007,269

買掛金 135,328
未払金 59,682
未払費用 8,607
未払法人税等 16,462
旅行前受金 748,602
預り金 38,163
その他 421

固定負債 532,028
長期借入金 500,000
資産除去債務 12,543
その他 19,484
負債合計 1,539,297

（純資産の部）
株主資本 685,379
資本金 100,189
資本剰余金 2,011,297
資本準備金 2,011,287
その他資本剰余金 10

利益剰余金 △1,425,978
その他利益剰余金 △1,425,978
繰越利益剰余金 △1,425,978

自己株式 △128
純資産合計 685,379
負債純資産合計 2,224,676

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（2025年７月１日から2026年６月30日まで） （単位：千円）
科 目 金 額

売上高 4,705,336
売上原価 3,760,984
売上総利益 944,351
販売費及び一般管理費 1,120,952
営業損失 176,601
営業外収益

受取利息 3,459
受取配当金 34,460
その他 9,208 47,127

営業外費用
支払利息 4,499
支払保証料 2,230
為替差損 881
その他 776 8,387

経常損失 137,861
特別利益

債務取崩益 290,418
受取保険金 100,000 390,418

特別損失
助成金返還損 6,707
特別調査費用等 31,134
上場契約違約金 9,600
訴訟関連費用 15,129 62,571

税引前当期純利益 189,985
法人税、住民税及び事業税 7,755 7,755
当期純利益 182,229
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（ 自 2025年７月１日 至 2026年６月30日 ） （単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 100,000 2,011,098 10 2,011,108 △1,608,208 △1,608,208
当期変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） 189 189 − 189 − −

当期純利益 − − − − 182,229 182,229
自己株式の取得 − − − − − −

当期変動額合計 189 189 − 189 182,229 182,229
当期末残高 100,189 2,011,287 10 2,011,297 △1,425,978 △1,425,978

株主資本
純資産合計自己株式 株主資本

合計
当期首残高 △128 502,772 502,772
当期変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） − 378 378

当期純利益 − 182,229 182,229
自己株式の取得 △0 △0 △0

当期変動額合計 △0 182,606 182,606
当期末残高 △128 685,379 685,379

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

子会社株式
移動平均法による原価法

（2）デリバティブ
時価法

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
については定額法を採用しております。
主な耐用年数は次のとおりであります。
・建物附属設備 15年
・工具、器具及び備品 ３年〜15年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウエア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５年）によ

る定額法を採用しております。

（3）リース資産
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。
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3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

4. 収益及び費用の計上基準
当社は、主として以下の５ステップアプローチに基づき、財又はサービスが顧客に移転

した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識してお
ります。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務へ配分する
ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するにつれて）収益を識別する

主要な事業における収益の計上基準は以下のとおりであります。
旅行業
旅行業は、主に自社の企画旅行商品の販売、旅行の手配を行っており、旅行条件書に

基づいて顧客に対し企画旅行の実施や航空券・鉄道・ホテル等の手配を行う義務を負っ
ております。当該履行義務は、顧客が帰着した時点又は旅行の実施期間にわたり充足さ
れると判断し収益を認識しております。
なお、旅行商品販売のうち、手配旅行などの当社が代理人として行う取引について

は、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識しておりま
す。
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5. ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約等については、振当処理を採用しており

ます。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。
ヘッジ手段………為替予約
ヘッジ対象………外貨建金銭債務

（3）ヘッジ方針
当社の内規である「デリバティブ取引規程」に基づき、為替変動リスクをヘッジしてお

ります。

（4）ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件は同一であり、かつヘッジ開始

以降も継続してキャッシュ・フロー変動又は相場変動を完全に相殺するものと想定できる
ため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

6. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外国通貨及び外貨建短期金銭債権債務は決算日の為替相場によって換算しており、換算

差額は損益にて処理しております。
なお、為替予約の振当処理の対象となっている外貨建債務については、当該為替予約の

円貨額に換算しております。
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Ⅱ．表示方法の変更に関する注記
損益計算書
前事業年度において、営業外収益の「その他」に含めて掲記しておりました「受取配当

金」（前事業年度1千円）は、金額の重要性が増したため、当事業年度から「受取配当金」
（当事業年度は34,460千円）として表示しております。

Ⅲ．会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
(単位：千円)

当事業年度
繰延税金資産 −
繰延税金負債 0

(2) 計算書類利用者の理解に資するその他の情報
① 算出方法
将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、将来加算一時差異の解消スケジュ

ール及び将来の収益力に基づく課税所得の見積りにより、繰延税金資産の回収可能性を判
断しております。課税所得の見積りは事業計画を基礎としております。
② 主要な仮定
課税所得の見積りの基礎となる事業計画における主要な仮定は、予想販売数量でありま

す。なお、当社は、2026年度に海外旅行市場における旅行者数が段階的に回復に向かう
と見込んでおります。
③ 翌年度の計算書類に与える影響
繰延税金資産の回収可能性の判断は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積

りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、翌事業年度の計算書類において繰延税金
資産及び法人税等調整額の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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Ⅳ．貸借対照表に関する注記
1．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。
現金及び預金 258,500千円
合計 258,500千円

担保付債務は、次のとおりであります。
買掛金 2,330千円
合計 2,330千円

2．有形固定資産の減価償却累計額 55,329千円
(減損損失累計額が含まれております。)

3．関係会社に対する金銭債権及び債務
短期金銭債権 1,856千円
長期金銭債権 10,000千円
短期金銭債務 9,423千円

4．コミットメントライン契約
当社は、機動的かつ安定的な資金調達を行うために、取引銀行との間でコミットメント

ライン契約を締結しております。当事業年度末における借入実行残高は次の通りでありま
す。
コミットメントラインの総額 500,000千円
借入実行残高 −千円
差引額 500,000千円

5．供託金
当社の元代表取締役に対する会社法第423条第１項に基づく任務懈怠による損害賠償責

任を追及する訴訟等に関連し、元代表取締役が所有する当社株式等について仮差押えの申
し立てを行ったことに係る供託金であります。なお、訴訟等の内容につきましては、
2025年11月7日付「当社の元代表取締役に対する損害賠償請求等訴訟の提起および当該
元代表取締役が保有する当社株式等についての仮差押決定に関するお知らせ」にて開示し
ております。



56

6．偶発債務
当社は金融庁から開示規制違反に係る課徴金の納付命令を受ける可能性があります。その

結果により当社の業績に影響を与える可能性がありますが、現時点ではその影響を合理的に
見積ることは困難であり、当社の財政状態及び経営成績に与える影響は明らかではありませ
ん。

Ⅴ．損益計算書に関する注記
１. 関係会社との取引高

営業取引による取引高 101,579千円
営業外取引による取引高 34,459千円

２．債務取崩益
過年度に受給した雇用調整助成金等の返還納付額と前事業年度末において預り金等で計上

していた返還予定額との差額について、債務取崩益を計上しております。

３．受取保険金
GoToトラベル事案に関する「2022年３月２日付調査報告書」、「2023年２月10日付検

証報告書」及び雇用調整助成金等の受給に関する「2025年８月29日付調査報告書」に要し
た特別調査委員会等の調査費用等に対して、当社が加入している会社役員賠償責任保険の補
償額がそれぞれ50,000千円に確定したため、受取保険金として合計100,000千円を特別利
益に計上しております。

４．訴訟関連費用
当社の元代表取締役に対する会社法第423条第１項に基づく任務懈怠による損害賠償責任

を追及する訴訟等に対応した調査費用を計上しています。なお、訴訟等の内容につきまして
は、2025年11月7日付「当社の元代表取締役に対する損害賠償請求等訴訟の提起および当
該元代表取締役が保有する当社株式等についての仮差押決定に関するお知らせ」にて開示し
ております。
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Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当事業年度末日における自己株式の株式数
株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 38,304株 5株 −株 38,309株

Ⅶ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
税務上の繰越欠損金 1,921,893千円
減損損失 17,649千円
資産除去債務 3,953千円
長期未払金 940千円
未収入金 4,216千円
未払事業税 632千円
その他 116,744千円
繰延税金資産小計 2,066,030千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △1,921,893千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △144,137千円
評価性引当額小計 △2,066,030千円
繰延税金資産合計 −千円

（繰延税金負債）
資産除去債務に対応する有形固定資産 △0千円
繰延税金負債合計 △0千円
繰延税金負債純額 △0千円
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Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記
1．親会社

種類 会社等の名称 所在地 資本金 事業の
内容

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引
金額

（千円）

期末
残高
(千円)

親会社 株式会社
アドベンチャー

東京都
渋谷区

4,072,778
千円 旅行及び

投資事業

(被所有)
直接53.0
％

債務被保証

(注)
コミットメ
ントライン
契約に対す
る債務被保

証

− −

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 金融機関とのコミットメントライン契約について500,000千円の債務保証を受けており

ます。

2．子会社

種類 会社等の名称 所在地 資本金 事業の
内容

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引
金額

（千円）

期末
残高
(千円)

連結
子会社

PT.
Ramayana
Tabikobo
Travel

Bali,
Indonesia

10,010,250
千IDR 旅行業 所有

67.0％

増資
(注)1
増資の
引受

47,331 −

配当
(注)2
配当の
受取

34,459 −

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注)1．増資の引受は子会社が行った増資の割当分を引き受けたものであります。
(注)2．配当の受取りは子会社が行った配当の持分割合分を受け取ったものであります。

Ⅸ．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「収益認識に関する注記」に同一

の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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Ⅹ．１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 34円67銭
２．１株当たり当期純利益 9円22銭

Ⅺ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2026年８月21日
株式会社旅工房
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員 公認会計士 柴 谷 哲 朗
業務執行社員
指定有限責任社員 公認会計士 丸 田 力 也
業務執行社員

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社旅工房の2025年７月１日から2026年６月30日までの連結会

計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査
を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社旅

工房及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査

法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容

に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連

結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること

が求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断

を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正
に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するため
に、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許
容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2026年８月21日
株式会社旅工房
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員 公認会計士 柴 谷 哲 朗
業務執行社員
指定有限責任社員 公認会計士 丸 田 力 也
業務執行社員

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社旅工房の2025年７月１日から2026年６月30日までの第

32期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以
下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に

係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人

の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま

た、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し

て意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類

等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求

められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう

かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を

行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前
提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められて
いる。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示
しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備
を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人

の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可
能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、2025年７月１日から2026年６月30日までの第32期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各監査役
が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役

等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その
他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしまし
た。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま
た、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及
びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第
３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システムに
関する基本方針）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応
じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 特に第32期においては第31期に雇用調整助成金の不正請求の疑いから組成した特別調査委員会の調査結果を踏まえ、
2025年10月に策定した再発防止策ならびに、同年11月に東証より特別注意銘柄に指定された際に策定した改善計画に
ついて、その実施状況を諸会議への出席、報告書等資料の閲覧などにより確認し、必要に応じて説明を求め意見を表明
しました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
④ 前事業年度に判明した2021年3月期より2023年3月期にかけて発生した雇用調整助成金の不正受給事案に対する特別調

査委員会の調査報告を踏まえ策定した再発防止策ならびに特別注意銘柄に指定された際に策定した改善計画について、
当報告書作成日現在では、改善施策の実施状況に特筆すべき問題は確認されておりません。

⑤ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した
事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項
は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年８月24日
株式会社 旅工房 監査役会

常勤監査役（社外監査役） 黒 田 潤
社外監査役 外 山 吉 丸
社外監査役 野 村 拓 也

以 上
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議案及び参考事項

議案 取締役６名選任の件
取締役小林祐樹氏、澤近敏光氏、山下飛鳥氏、田中悠一氏、甲斐亮之氏及び遠藤修一氏は、

本総会終結のときをもって任期満了となります。つきましては、取締役６名の選任をお願いし
たく存じます。
取締役候補者の選任につきましては、役員候補選定規程に定める選定基準及びスキル・マト

リックスを踏まえ、任意の「指名・報酬委員会」での審議・答申を経て、取締役会にて決定し
ております。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 1 こ ばやし ゆう き

小 林 祐 樹 （1985年４月16日生）
再 任

候補者の有する当社の株式数

0株
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
2009年４月 あらた監査法人（現 ＰｗＣ Ｊａｐａｎ有限責任監査法人）入所
2012年１月 ＰｗＣ インドネシア出向
2016年２月 ＧＣＡサヴィアン株式会社（現 Ｈｏｕｌｉｈａｎ Ｌｏｋｅｙ株式会社）
入社
2022年２月 Ｈｏｕｌｉｈａｎ Ｌｏｋｅｙ株式会社 ＣＦＯ／ＣＡＯ−Ａｓｉａ
2025年４月 ＢｉｔＳｔａｒ株式会社入社 ＣＦＯ
2025年９月 当社代表取締役社長（現任）
［現在の担当］ グローバル・アライアンス部門管掌 指名・報酬委員会委員

取締役候補者の選任理由
小林祐樹氏は、公認会計士の資格を有し、監査法人及び事業会社の双方において豊富な経験を積み、財務会
計、ＩＲ、Ｍ＆Ａ／ＰＭＩ、ガバナンス構築等の分野において高い専門性を発揮してまいりました。さらに、
日本・アジア・欧米にまたがるグローバルな経営管理の経験を有し、上場企業及びスタートアップ企業におい
てＣＦＯを務めるなど、資本市場対応や企業価値向上に関わる実績を重ねております。2025年９月の代表取
締役社長就任以降は、経営トップとして新経営方針の策定と「改善計画・状況報告書」に基づく内部管理体制
の改善を主導しております。これらのことから、当社の経営に適切な人物と判断し、引き続き取締役としての
選任をお願いするものです。
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候補者番号 2 やま した あす か

山 下 飛 鳥 （1989年８月30日生）
再 任

候補者の有する当社の株式数

0株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
2013年４月 当社入社
2018年５月 株式会社SEEC 入社
2018年11月 株式会社スターエキスプレス 入社
2021年８月 当社入社
2026年４月 当社旅行事業部門レジャー営業本部１執行役員
2026年６月 当社マーケティング本部執行役員
2026年６月 当社取締役（現任）
［現在の担当］旅行事業部門管掌 レジャー営業本部１執行役員 兼 マーケティング本部
執行役員

取締役候補者の選任理由
山下飛鳥氏は、旅行業界における長年の経験を通じて、事業開発及び事業管理の両分野において豊富な知見を
培ってまいりました。当社においてこれまで担当してきた業務において、市場環境の変化を的確に捉えた戦略
立案と着実な実行により、業績向上に貢献してきた実績を有しております。今後の中長期的成長の観点で、現
場に根差した視点と全社的視野の双方から経営判断を行える人材は不可欠であり、当社の業績拡大に向けた戦
略策定及び施策遂行の両面で大きく貢献していただけるものと判断し、引き続き取締役としての選任をお願い
するものです。

候補者番号 3 うち かね ざき よう いち

内 金 﨑 洋 一 （1967年７月18日生）
新 任

候補者の有する当社の株式数

0株
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1990年４月 日興證券株式会社（現 ＳＭＢＣ日興証券株式会社）入社
2002年５月 合資会社エフピーアンドコンサル設立 代表
2006年４月 株式会社トーシンパートナーズ入社
2014年２月 相模屋食料株式会社入社
2017年１月 株式会社不動産流通システム入社 取締役総務部長兼人事部長
2020年１月 株式会社コプロ・ホールディングス入社
2023年３月 株式会社ＡＢ＆Ｃｏｍｐａｎｙ入社（現任）

取締役候補者の選任理由
内金﨑洋一氏は、証券会社における株式公開支援・ＩＲ支援業務に加え、複数の上場企業及び上場準備企業に
おいて、総務・人事・法務・経営企画等の管理部門責任者として、株式上場、内部統制及び会議体の整備、株
主総会運営、コーポレートガバナンス・コード対応等に長年携わってまいりました。これらの豊富な経験に基
づき、当社の内部管理体制の改善に向けた取組みにおいて中心的な役割を担い、コーポレート部門の体制強化
に大きく貢献していただけるものと判断し、新たに取締役としての選任をお願いするものです。
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候補者番号 4 た なか ゆう いち

田 中 悠 一 （1990年４月１日生）
再 任

候補者の有する当社の株式数

0株
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
2016年１月 シティユーワ法律事務所 入所
2018年９月 エンデバー・ユナイテッド株式会社 入社
2024年６月 株式会社BALLAS 入社
2025年２月 株式会社アドベンチャー 入社
2025年７月 同社経営企画部長（現任）
2025年８月 株式会社Vacations 取締役（現任）
2025年８月 アヤベックス株式会社 取締役（現任）
2025年８月 HELLO1010 SDN. BHD. Director（現任）
2025年９月 株式会社LALALA Plus 取締役（現任）
2025年９月 Adventure Global OTA Philippines, Inc. Director（現任）
2025年12月 株式会社ファイブスターコーポレーション 取締役（現任）
2026年１月 ラド観光株式会社 取締役（現任）
2026年６月 当社取締役（現任）

取締役候補者の選任理由
田中悠一氏は、株式会社アドベンチャーの経営企画部長として、事業管理、経営企画及びファイナンス分野を
中心に、幅広い実績を有しております。弁護士資格を有し、企業法務における経験と、エクイティファンドに
おける実務経験が豊富で、ガバナンス強化、事業成長両面における当社経営課題へ大きく貢献していただける
ものと判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものです。
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候補者番号 5 えん どう しゅう いち

遠 藤 修 一 （1964年１月23日生）
再 任 社 外
独 立

候補者の有する当社の株式数

0株
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1986年４月 株式会社日本交通公社（現 株式会社JTB） 入社
1997年２月 株式会社JTB 教育旅行大阪支店営業第一課長
2002年２月 同社西日本海外旅行団体販売部販売企画課長
2006年４月 株式会社JTB西日本 本社海外旅行企画課長
2008年２月 同社国際旅行営業部長
2011年４月 株式会社JTBワールドバケーションズ 商品本部商品戦略部長
2014年２月 株式会社JTB西日本 執行役員海外旅行部長
2016年２月 同社取締役営業部長
2017年４月 株式会社JTBワールドバケーションズ 常務取締役東日本販売部長
2020年４月 株式会社JTB 執行役員海外仕入商品事業部長
2021年４月 株式会社JTBメディアリテーリング 代表取締役社長執行役員
2023年４月 株式会社JTB エスコート商品事業部長
2026年２月 株式会社ジャーニクス 代表取締役（現任）
2026年６月 当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割
遠藤修一氏は、旅行業並びに企業経営に関する深い経験と幅広い知識と見識を持ち、特に旅行事業の開発・管
理分野に関する豊富な実績を有しております。社外取締役として、当社の現状を客観的な視点で評価し、取締
役会において、当社事業戦略等や取締役会の実効性についての監督を通じて、継続的な成長に大きく貢献して
いただけることを期待し、引き続き社外取締役としての選任をお願いするものです。また、同氏が再任された
場合は、引き続き任意の指名・報酬委員会の委員として、当社の役員候補者の選定や役員報酬の決定に対し、
客観的・中立的な立場で関与いただく予定です。
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候補者番号 6 おお ばやし まさ あき

大 林 政 昭 （1963年７月24日生）
新 任 社 外
独 立

候補者の有する当社の株式数

0株
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1987年４月 伊藤忠商事株式会社 入社
2003年９月 ＦＸプライム株式会社 代表取締役社長
2009年２月 ＩＴＣインベストメント・パートナーズ株式会社 代表取締役社長
2013年５月 伊藤忠タイ会社 取締役副社長
2016年５月 伊藤忠ブラジル会社 取締役ＣＦＯ
2019年５月 株式会社ベルシステム24ホールディングス 執行役員ＣＦＯ
2026年１月 BELLSYSTEM24 VIETNAM Inc. 監査役（現任）
2026年５月 株式会社ベルシステム24ホールディングス 理事（現任）

社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割
大林政昭氏は、企業経営並びに財務・会計に関する深い経験と幅広い知識と見識を持ち、特に上場会社の財務
戦略、内部統制及びＩＲ分野に関する豊富な実績を有しております。社外取締役として、独立した客観的な立
場から当社の経営を監督いただくとともに、当社の財務戦略やコーポレート・ガバナンスの強化等についての
監督を通じて、継続的な成長に大きく貢献していただけることを期待して、新たに社外取締役としての選任を
お願いするものです。また、同氏が選任された場合は、任意の指名・報酬委員会の委員として、当社の役員候
補者の選定や役員報酬の決定に対し、客観的・中立的な立場で関与いただく予定です。

（注）1. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 取締役候補者の所有する当社株式の数は、2026年６月末日現在のものであります。
3. 遠藤修一氏及び大林政昭氏は、社外取締役候補者であります。
4. 当社は、遠藤修一氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所へ届け出てお
ります。同氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本定時株
主総会終結の時をもって約３ヶ月であります。同氏の再任が承認された場合は、引き続き同氏を独立
役員とする予定であります。 また、大林政昭氏の選任が承認された場合は、同氏を新たに独立役員
として同取引所へ届け出る予定であります。

5. 責任限定契約
当社と遠藤修一氏及び田中悠一氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の
損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は同法第
425条第１項に定める最低責任限度額です。各氏の再任が承認された場合、当社は各氏との間で上記
責任限定契約を継続する予定です。また、大林政昭氏の選任が承認された場合は、当社は同氏との間
で同内容の責任限定契約を新たに締結する予定であります。

6. 役員等賠償責任保険契約
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
被保険者がその地位に基づいて行った行為（不作為を含む）に起因して、損害賠償請求された場合の
法律上の損害賠償金及び争訟費用等を、当該保険契約により塡補することとしております。各候補者
が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、当該保険契約は次回更新時においても
同内容での更新を予定しております。
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（ご参考）取締役のスキル・マトリックス
議案が原案のとおり承認可決された場合、当社の各取締役の有する主な専門性は以下のとおりとなりま
す。

氏名 小林
祐樹

山下
飛鳥

内金﨑
洋一

田中
悠一

遠藤
修一

大林
政昭

当社における
地位

代表
取締役 取締役 取締役 取締役 社外

取締役
社外
取締役

企業経営 〇 〇 〇
旅行事業
開発・管理 〇 〇 〇 〇
財務・会計・
ファイナンス 〇 〇 〇 〇
法務・コンプ
ライアンス・
リスク管理

〇 〇

人事・労務・
人材 〇 〇

グローバル 〇 〇 〇 〇

（注）上記の一覧表は各氏の経験などを踏まえて、より専門性が発揮できる領域を記載しており、有する全て
の知見を表すものではありません。

各スキル・マトリックスの項目の定義は次のとおりです。
スキル項目 定義

企業経営
企業を取り巻く外部環境の変化を踏まえ、中長期的な経営戦
略及びその実行に向けた経営計画について、多角的な視点か
ら議論・判断を行うスキル

旅行事業
開発・管理

市場ニーズや顧客行動の変化を的確に捉え、新たな商品・サ
ービスの開発を主導するとともに、既存事業の収益性や運営
状況を分析し、改善・再構築につなげるスキル

財務・会計・
ファイナンス

健全な財務基盤を維持しつつ、成長投資と資本効率の両立を
図るため、財務・会計に関する専門的知見に基づき判断を行
うスキル

法務・コンプライアンス・
リスク管理

法令遵守及び社内規律の確保を前提として、経営に対する監
視・牽制機能を果たすとともに、事業活動に内在するリスク
を的確に把握・管理するスキル

人事・労務・人材
顧客への価値提供の源泉が人材であることを踏まえ、人材の
育成・活用、評価制度及び労務環境の整備について、経営的
視点から判断を行うスキル

グローバル
異文化及び地政学的要因を踏まえ、海外事業展開、複数の海
外拠点運営並びに国際的な取引関係に関する意思決定を行う
スキル

以 上
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